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　町では、安定した生活を目指す方に、就労支援を中心とした生活相談の窓口を開設しています。この窓口では、次の事業の
相談を受け付けるとともに、一定の要件を満たした方には資金の貸し付けを行います。
　事業ごとに個別要件がありますので、詳しくは社会福祉協議会にお問い合わせください。

①世帯の生計中心者であること
　ただし、年金受給者と同居や世帯主が病気等の理由に     
　より他の者が働く必要がある場合、状況により世帯の
　生計中心者（となるべき方）を判断します。また、ＤＶ被
　害者の場合は対象となります。
②都内に引き続き１年以上在住していること
③単身世帯は、課税所得が年額５０万円以下、扶養者が
　ある世帯は生計中心者の課税所得が年額６０万円以
　下であること
　ただし、賃貸物件に居住の場合、収入から一定額を減
　額できます。また、現在失業等により明らかに前年度よ
　りも収入が激減している場合も対象となります。
④預貯金等資産の保有額が６００万円以下であること
⑤土地・建物を保有していないこと
　ただし、居住用の宅地や山林、田畑等については、「土
　地・建物」所有とみなしません。
⑥生活保護受給世帯主または構成員でないこと

生活安定応援事業の共通要件

　職業訓練の機会を提供し、より安定した就業に向けてサポ
ートする事業です。
対　象　65歳未満の方
※職業訓練受講中は、受講奨励金（月額約15万円）が支給さ
　れます。

就職チャレンジ支援事業

　さまざまな仕事に役立つ講座を紹介します。 
職業訓練・就職のための講座の紹介（東京都が指定したもの）

生活資金無利子貸付
指定職業訓練等の受講が決定した方に対し、受講奨励金
が支給されるまでの間、60万円を限度額として、生活資金を
無利子で貸し付けする事業です。
就職等一時金無利子貸付
指定職業訓練等の受講修了者で、就職が内定した方に対

して、転居資金や就職支度金など必要な費用を50万円を限
度として貸し付けする事業です。

生活サポート特別貸付事業

学習塾等受講料貸付金
中学3年生、高校3年生を養育する方に、学習塾等の費用
を無利子で貸し付けする事業です。
　貸付限度額　中学3年生…15万円、高校3年生…20万円
大学受験料貸付金
貸し付け対象の大学等（短期大学、専修学校、各種学校

を含みます）受験料を無利子で貸し付けする事業です。
　貸付限度額　10万5,000円（3万5,000円×3校）

チャレンジ支援貸付

問合せ　社会福祉協議会　　557―0159

生 活 安 定 応 援 事 業生 活 安 定 応 援 事 業生 活 安 定 応 援 事 業
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　昨年秋以降の急速な経済の悪
化を受け、町の緊急経済対策と
して、瑞穂町中小企業振興資金
融資あっせん制度を表の通り拡
充しましたので、ぜひご活用く
ださい。
　この融資あっせんを受けた方
には、利子補給および保証料の
補助も併せて行っています。

瑞穂町中小企業振興資金融資
あっせん制度の拡充について

　町では、震災時の家具などの転倒によ
る人的被害を最小限に抑えることを目的
として、家具転倒防止器具助成事業を実
施します。
※器具の支給は先着順とし、今年度の予
　定数に達した時点で受付を終了します。
※この事業は、平成 21 年度から 23 年度
　の 3年間で行います。
対象世帯
　町内に住所があり、住居に家具転倒防
止器具を設置しようとする世帯
支給内容
　家具の転倒を防止するための突っ張り
棒や耐震金具等を無償で支給します。
※支給器具や支給の上限については、地  
　域振興課、武蔵野・元狭山コミュニティ
　センターにある「パンフレット」およ
　び「家具転倒防止器具等支給申請書」
　をご覧ください。なお、支給は一世帯
　につき１回限りです。
申込み
　6月 10日㈬から 9月 30日㈬までに支
給申請書に必要事項を記入し、直接地域
振興課地域安全係へお申し込みください。

※突っ張り棒の支給を希望される方は、     
　家具と天井の間の寸法をご確認の上、
　お申し込みください。
※申請内容の審査を行い、支給の可否を
　決定し通知します。支給決定後、器具
　を自宅へお届けします。
器具の取付
　次の世帯には、支給する器具の取り付
けも無償で行います。
（1）65歳以上の高齢者のみの世帯
（2）要介護認定を受けている方のいる世帯
（3）身体障害者手帳をお持ちの方のいる世帯
（4）愛の手帳または療育手帳をお持ちの
　　方のいる世帯
（5）精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方のいる世帯
（6）難病医療費助成を受けている方のいる世帯
※申請書を受け付け後、町指定業者がご
　自宅に伺い、器具の取り付け調査およ
　び取り付けを行います。
その他
　地震の規模や家屋の状況によっては効
果が得られない場合があります。

支給器具の例

家具転倒防止器具等助成事業地域に
安全を 家具転倒防止器具を無償で支給します

問合せ　地域振興課　　557―7610

問合せ
　▶産業振興課　　　557―7633
　▶商工会　　　　　557―3389

瑞穂町中小企業振興資金融資あっせん制度

運
転
資
金

設
備
資
金

開
業
資
金

併
用
資
金

対
象
者

限度額
返済期間
据置期間
限度額
返済期間
据置期間
限度額
返済期間
据置期間
限度額

返済期間

据置期間

変更後
１，０００万円
７年
６カ月

２，０００万円
１０年
６カ月

１，０００万円
７年
６カ月

３，０００万円
運転資金と設備資金の借入額の割合の
大きい期間とする

６カ月

「資金融資の対象は、資本金若しくは出資金の総
額が１億円以下の法人又は個人であって、常時使
用する従業員の数が５０人（商業又はサービス業を
主たる事業とするものについては２０人）以下」

変更前

３００万円
３年
３カ月
５００万円
５年
６カ月
５００万円
５年
６カ月
５００万円

５年

６カ月
「資金融資の対象は、資本金若しくは出資金
の総額が１，０００万円以下の法人又は個人で
あって、常時使用する従業員の数が３０人（商
業又はサービス業を主たる事業とするものにつ
いては１０人）以下」
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採取場所…各炉煙突排ガス採取口　
法規制値…1ng‐TEQ／㎥N（ダイオキシン類対策特別措置法）
 〔単位の1ナノグラム（1ng）は、10億分の1グラムです〕
公害防止協定規制値…0.5ng‐TEQ／㎥N

◆環境センター排ガス中のダイオキシン類測定結果  （単位：ng‐TEQ／㎥N） ◆周辺環境大気ダイオキシン類測定結果
平成20年採取日

6月25日～26日 12月18日～19日

0.031

0.026

0.027

0.027

0.026

0.018

0.023

0.016

0.024

0.026

採取場所

羽村市立第三中学校（屋上）

羽村市立松林小学校（屋上）

羽村市あさひ公園（地上）

瑞穂町立第四小学校（屋上）

瑞穂町むさしの会館（地上）

（単位：pg‐TEQ／㎥）

　　　　　　  環境基準　　　   夏　季　　　 　  冬　季
二酸化硫黄   0.04ppm以下　　〈0.001ppm  　 〈0.001～0.002ppm

二酸化窒素   0.06ppm以下　0.009～0.017ppm 　 0.008～0.033ppm
浮遊粒子状物質    0.10㎎/㎥以下   0.006～0.042㎎/㎥ 　  0.010～0.058㎎/㎥
一酸化炭素   10ppm以下  0.2～0.4ppm 　   0.3～0.6ppm
オキシダント   0.06ppm以下   0.006～0.047ppm 　0.011～0.035ppm
ダイオキシン類    0.6pg-TEQ/㎥以下　0.025pg-TEQ/㎥　0.040pg-TEQ/㎥

環境基準値…0.6pg‐TEQ／㎥（ダイオキシン類対策特別措置法）
測定は午前0時から24時間計測

〔単位の1ピコグラム（1pg）は、1兆分の1グラムです〕

※数値は測定期間中の1日の平均値の範囲
　ダイオキシン類は年平均値

（凡例）〈：数値未満

測定場所　役場屋上
測定期間
　▶夏季…平成20年8月19日㈫～26日㈫
　▶冬季…平成21年2月3日㈫～10日㈫

問合せ　西多摩衛生組合管理課　　554―2409

問合せ　生活環境課　　557―0544

問合せ　管財課　　557―7664

ホームページ　http://www.nishiei.or.jp/

平成20年度西多摩衛生組合
ダイオキシン類測定結果
平成20年度西多摩衛生組合
ダイオキシン類測定結果

大気環境調査の結果大気環境調査の結果
瑞穂町内瑞穂町内

地籍調査実施のお知らせ地籍調査実施のお知らせ

基準値を下回っています

　西多摩衛生組合では、排ガス中のダイオキシン類低減対策として、
集じん器へ触媒フィルター（触媒入りろ布）を新たに採用しました。

 平成20年度に実施した｢大気環境調査｣の結果は表の通りです。

　平成21年度は、次の地区の一筆地調査
および地籍測量を予定しています。

　箱根ケ崎の一部
（一筆地調査・地籍測量）

　この事業は、正確な公図（地籍図）・地籍簿を
作成するために行われるもので、土地所有者の
権利関係を登記制度により保護するとともに、
土地に関する基礎資料として活用されます。

平成20年 平成21年
場　所

採取日
4月28日 5月19日 6月25日 10月17日11月19日 12月8日 1月15日 1月29日 1月30日 3月9日

1 号 炉

2 号 炉

3 号 炉

ー

ー

0.024

ー

0.0013

ー

0.025

ー

ー

0.023

ー

ー

ー

ー

0.022

ー

0.0012

ー

0.00081

ー

ー

ー

ー

0.00014

ー

ー

0.0012

0.0013

ー

ー

※

※ ※

※

※ ※

表中の※は、触媒入りバグフィルター導入後の測定結果

調査実施区域調査実施区域調査実施区域
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